
The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

教育機会の 趨勢分析

一 父 所得との 関連を中心 に 一

尾嶋　史章 （同志社大学）

1．研究 目的

　教育達成に及 ぼす出身階層 の 影響 は、こ れま

で 父職業と父学歴 を中心 に 分析 され て きた。
一

方、家庭の 経済的 な状況が教育達成に及ぼす影

響は 、過去の 家計所得を把握す るこ とが 不可能

なた め、こ れまで 個票べ 一
ス の調査 デー

タ分析

で は ほ とん ど検討 され て こ な か っ た 。 本報告 の

目的 は、近 年経済学で 広 く国際比較研 究が行 わ

れて い る世代間所得移動 の 手 法を援用 し て 、父

所得 と教育達成 の 関連を検討 して い く こ とに

あ る 。

　 日本は 、韓国などと並ん で OECD 諸国 の 中

で も家計の 教育負担が 大きい 国 と して 知 られ

て い る 。 ま た 近 年の 大学教育費用 の 上昇率 が家

計所得 の 上昇 率を上回 る こ と も指摘 され て お

り、出身家庭 の 経済的な要 因 は機会格差 を拡大

す る要素 を持 っ て い る 。 こ うした中で家庭 の 経

済状況 が教育達成に ど の 程度結び つ い て い た

か 、と りわけそ の長期的な変動 を明 らか にする

こ とは 、 教育機会の 経済的な格差と い う面か ら

階層研究に
一

定の 貢献をなす と考え る 。

2．研究の 方法

　こ れ まで親 の 所 得階層 と教 育達成 （大学進

学）は、文部科学省 の行 う学生 生活 調査の 親の

所 得情報 をべ 一ス に 、 所得階層 別 の 大学在学率

を推計す る とい う方法 で行 われて きた 。 た とえ

ば近藤 （2001 ） は、こ うし て 推計 した所得 5

分位別在学率か ら、男子に つ い ては 80年代に

所得階層間の 格差が縮小 した が 、90 年代 に 入

っ て か ら再び格差が 開きっ つ あるこ と 、 さ らに

は女子 の 4 年生大学在学率 に み られ る所 得階

層 間 の 格差 も拡 大 し つ つ あ る こ とを明 らか に

した。また ご く最近 では 、 高校生 とそ の 保護者

の 調査 か ら、直接的に所得階層 と大 学進学 と の

関係 を把握し よ うとする試み もみ られ る （小林

2007）。

　直接的に所得階層 と進学 と の 関係 が個票 べ

一ス で 把握で き る の は ご く若い 世代で あ り、ま

た こ うした研 究の 関心 は 、お もに大学進学に焦

点づ け られ て い るが 、 こ の 部分 も含めて教育達

成全体 に関す る動向を分析 し た場合、どの よ う

な趨勢がみ られ る か に興味が持た れる。

　親の 所得を推計す る に は 、先に 述 べ た世代間

所 得移動の 研究が役立 つ 。実際 に親子の 所得が

直接得 られて い る調 査デー
タは 欧米 で も数少

ない の だが 、
一

定 の 工夫を こ らす こ とに よ っ て 、

親 の 所 得 を 推 計 す る こ と が 可 能 に な る

（IV； lnstrumenta1　Variable法）。基本的な発

想は 、 年 齢 ・学歴 ・職業な どを用い て 父世代 に

あた るサ ン プ ル を用い て 所得関数を求め、子 ど

も世代 の 調査 か ら得 られた 父親 に 関す る情報

に父 世代 の 係数 を代入 して 父所得 を推計す る

とい うもの で ある （Bjorklund ＆ Jantti　1997 ；

Lefranc＆ Trannoy　2005 な ど）。世代 間所得移

動の 研究で は 、 調査等で得 られた子 どもの 実際

の 所得 を親 の 推計所 得に 回帰 させ る こ とに よ

っ て、世代間の所得弾力性 が計測 され る 。 日本

で もこ の 方法 を援用 した 世代間所 得移動 の 研

究が試み られて い る （佐藤 ・吉田 2007）。 また

近藤 （2005 ）は 、SSM 調査 と JGSS 調査 デ
ー

タ に IV 法を適用 し て 、大学進 学機会に及 ぼす

親所得の 影響 を分析 して い る 。

　 本報告 で は 、 子 ど もの 所得や大学進学 の 有無

に 替 わ っ て 子 どもの 教育達成 （最終教育段 階を

教育年数 に変換 し た もの ）を用 い て 、 親所得 と

い う家庭の 経済的 な側 面 か らみた教育機会 の

趨勢を検討す る こ とに した い 。

3．分析方法 と結果

　は じめ に所得 関数 の 推計 を行 う。1965 年以

降 1995 年 まで の SSM 調査の 男性サ ン プ ル を

プー
ル し、こ の 中か ら 30 歳〜59 歳を取 り出 し

て 、調査 時 点 ・年齢
・教育年数 ・職業 （従業上

の 地位 ・職種 ・企業規模 ・役職）に年間所得 （対

数）を 回帰 させ 、所得関数を求め る 。
こ こ で は

分析す るデ
ー

タ の 父 と子 どもの 年齢差が 平均

3L2 歳で あ る こ とか ら、子 どもが ほ ぼ中学校

の 2年 か ら 3年に あた る父 45 歳時の 所得を推
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計す る こ とに した 。

　 そ の 結果 が表に 示 され て い る。こ の 学歴 と職

業に子 どもサ ン プ ル か ら得た 父 情報を代入す

る こ と で 調査 時 点 の効果を 取 り除い た 45 歳時

父所得の 推計値を得 る こ とが で きる （相対的な

位置 とし て 父 所得 は表現 され る）。

　図に は こ の 父所 得 と子 ど もの 教育達成 との

関係 の 変化が示 され て い る 。 こ こ では 出生年 ご

とに相 関係数を求め、そ の うえで移動平均を求

め たもの を図示 して い る 。
こ の結果をみ る と、

1956 年 コ ーホー トか ら 1960 年 コ ーホ ー トの

問に相 関係数の 急激な低下がみ られ、経済的な

要因が後退 して い っ た様子 が窺え る。こ うした

変化 は、学生 生活調査 を用い て 近藤 （2001 ）

が推計 した所得 階層別 の 大学在学率の 変化に

対応 して お り、 こ の 分析方法が
一定の 妥当性 を

持 っ こ とを示 して い る 。

　 なお、SSM デー
タ には父 出生年や 15 歳時の

職業がわ か る調査 年 もあ り、よ り 「正 確」 な 父

所得の 推計も可能で ある。 女性 も含めた詳 しい

分析結果は、当 日報告する。
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表．所 得 関 数 の 推計

（所 得 推定の た めの 回 帰分析 ）

回帰係数

（定数） 12，875

1975 ダミ
ー 1．551

1985 ダミ
ー 1．882

1995ダミ
ー 2．128

年 齢
一45 α005

（年 齢一45）＊ 2 一
〇，001

教 育年数 0．035

経営者 ダ ミー 0，370

雇用 者 ダミー 一
〇，184

専門管理 ダミ
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事務ダミ
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農林ダミー 一
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大企 業ダミ
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部長ダミ
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